
TEL 06-4391-1781  FAX 06-4391-1856
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〒550-0012 大阪市西区立売堀4丁目11番14号

株 主 メ モ

● 株式に関する各種お手続（住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受領方法の指定など）は、株主様が口座を開設されている
証券会社にてお取扱いしております。詳しくは、お取引証券会社にお問い合わせください。

●  株券電子化実施前に証券保管振替制度を利用されていなかった株主様の株式につきましては、「特別口座」で管理されております。
「特別口座」に関する各種お手続（証券会社の口座への振替、住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受領方法の指定など）は、
特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行にてお取扱いいたします。

　 なお、「特別口座」に関する各種お手続に必要な用紙のご請求は、ホームページで24時間受付しております。
　◎ホームページアドレス　　http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

● 未払配当金のお受取りにつきましては、株主名簿管理人である三井住友信託銀行にてお取扱いいたします。

事 業 年 度
定時株主総会開催時期
基 　 準 　 日

株 主 名 簿 管 理 人

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

単 元 株 式 数
公 告 方 法

上 場 証 券 取 引 所
証 券 コ ー ド

毎年4月1日から翌年3月31日までの1年
6月
定時株主総会　　3月31日
期末配当　　　　3月31日
中間配当　　　　9月30日

（その他必要があるときはあらかじめ公告します。）
三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
〒168-0063  東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

0120-782-031
100株
電子公告とし、当社ホームページに掲載いたします。
なお、やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。
URL　http://www.inaba.co.jp
東京証券取引所 市場第一部
9934

■ 株式に関するお手続 ■
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経常利益　　当期純利益

配当金　　1株当たり純利益

※  2016年3月期以降につきましては、1株当たり年額100円の安定配当
に加え、市場動向を考慮しながら柔軟に特別配当や自己株式の取得を実
施致します。

To Our Shareholders
株主の皆様へ

Consolidated Financial Highlights
連結財務ハイライト

売上高 営業利益／営業利益率

経常利益／当期純利益 総資産／純資産／自己資本比率

配当金／1株当たり純利益 ROE

　当社グループの係わる電設資材業界は、2014年度の新
設住宅着工戸数が88万戸（前年同期比10.8%減）と大幅
に落ち込んだ一方、経済対策としての公共投資や東日本大
震災の復興需要などが下支えとなり、底堅く推移いたしま
した。
　また、自社製品の係わる空調業界は、夏季の天候不順の
影響や消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動によ
り2014年度のルームエアコンの国内出荷台数が809万
台（前年同期比14.1%減）となり、低調に推移いたしまし
た。
　このような情勢のもと、当社グループは中長期的な経営
戦略に沿って、重点施策を着実に推進するとともに、積極的
な営業活動を展開し、過去最高の業績を更新いたしました。

営業の概況

　当社グループを取り巻く経営環境は、アベノミクス効果
による経済の好循環が期待されるなか、2020年開催予定
の東京オリンピックに向けた建設需要や東日本大震災の
復興需要などを背景に今後も堅調に推移していくものと
予想されます。
　このような認識のもと、当社グループは中長期的な成長
を目指し、①自社製品（PB商品を含む）の開発・拡充、②省
エネ・環境ビジネスの推進、③首都圏市場におけるシェア
拡大、④グローバル展開の加速といった重点施策を着実に
実行していくことによって企業価値の最大化を追求して
まいります。
　当面の課題として、グループ内の連携を強化し、シナ
ジーの創出による収益力の向上に取り組んでまいります。

中長期的な会社の経営戦略及び
対処すべき課題

代表取締役社長

平素は格別のご厚情を賜り
厚くお礼申しあげます。
さて、当社グループ第67期の事業の
概況をとりまとめましたので、
ご報告申しあげます。

経営の基本方針
　当社グループは、電設資材及び制御機器等
の卸販売並びに空調部材等の製造販売を通じ
て「省エネルギー、省資源など地球環境に配慮
し、豊かで快適な社会づくりに貢献する」こと
を経営の基本理念としております。
　信頼される企業であり続けるため、コンプラ
イアンス経営を第一義として、成長と変革に
よって企業価値の最大化を図り、すべてのス
テーク・ホルダー（株主、投資家、従業員、取引先、
地域社会等の利害関係者）にご満足いただける
企業を目指してまいります。
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自社製品事業産業機器事業

制御機器

電子機器・ユニット・アッセンブリ

第６7期
2015年
3月期

第６6期
2014年
3月期

第６5期
2013年
3月期

1,564
1,347

1,613

第６7期
2015年
3月期

第６6期
2014年
3月期

第６5期
2013年
3月期

218
239 253

第６7期
2015年
3月期

第６6期
2014年
3月期

第６5期
2013年
3月期

532

408

527

太陽光発電向け及び公共工事向けを
はじめとして電設資材の販売が好調
に推移し、特に受配電設備が増収と
なったほか、電線ケーブル類や配線資
材などの販売が増加しました。

前第2四半期より連結対象となった㈱
パトライトの業績が通期で寄与したも
のの、ルームエアコン出荷台数の反動
減に伴い主力製品である空調配管化粧
カバー「スリムダクト」シリーズなどの
販売が低調に推移し減収となりました。

企業収益の改善に伴う設備投資意欲の
高まりを受けて制御機器や電子部品の
販売が増加したことに加え、システム
提案の推進が奏功したことによりアッ
センブリ商品の販売が伸長しました。

スリムダクト太陽光発電システム

電線ケーブル類

連結売上高の推移（単位：億円） 連結売上高の推移（単位：億円） 連結売上高の推移（単位：億円）

表示灯・回転灯

事業
内容

事業
内容

事業
内容

● 電線ケーブル類
● 住宅用・施設用照明器具
● 配分電盤
●トランス

● 制御機器
● 電子機器
● 表示機器
● メカトロ機器

● 空調用被覆銅管
● 配管化粧カバー
● 防火区画貫通部材
● 銅管継手

● 配線器具
● 防災システム
● 太陽光発電システム など

● 製造装置
● 制御盤
● システム受託

● G-LiFeセーブ
● 表示灯・回転灯 など

売上高
構成比

67.4％
売上高
構成比

10.6％
売上高
構成比

22.0％

Operating Results
報告セグメントの概要

電設資材事業
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環境と調和する社会の実現に向けて

家庭のエネルギーを一元管理
ホームエネルギーマネジメントシステム エムグラファーLite

　環境と調和しながら社会発展に貢献することは、当社の重大な責務のひとつです。

　当社は、地球温暖化防止・省エネルギー社会の実現、廃棄物削減・省資源社会の実現に向け、環境保全を支える商品の供給を

通じて、よりよい社会づくりのために貢献してまいります。

環境に配慮しながら生産コストを削減
工場まるごと省エネ提案

リサイクル材を使用した製品開発
多目的支持台 リサイクロック

当社における環境取り組みの向上と深化
基本動作の徹底とマネジメントシステム

　当社は省エネセンサーや各種省エネ機器の供給を通じて、生
産現場のトータルエネルギー削減を提案しています。
　品質の良い商品をリーズナブルに供給することも、環境配慮
社会の実現に向けた、当社の重要な社会的責任のひとつです。

省エネセンサー
・温湿度　・照度　　・CO2

・圧力　　・電力量　・エアー

現場エネルギーの見える化

電気ヒーター
▼

循環加温ヒートポンプ

製造工程の洗浄や
殺菌等の加温設備

（分散設置）

標準モータ
▼

プレミアム高効率モータ
＋インバータ

ファン・ポンプの運転
FLR40W定格出力逆富士器具

▼
直管形LEDベースライト

事務所・作業場などの照明HID高天井器具
メタルハライドランプ400W

▼
LED高天井用ダウンライト

高天井のライン
倉庫などの照明

　限りある資源を有効活用し、廃棄物を低減するためにリサイク
ルへの取り組みは重要です。
　当社が開発した多目的支
持台「リサイクロック」は、外
装にリサイクル樹脂、内部に
エココンクリートを使用し、地
球環境負荷の低減に貢献し
ています。

　ISO14001準拠環境マネジメントシステムを活用し、当社内
での環境保全の基本動作を徹底しています。
　2013年10月から2014年9月までの実績では、受注におけ
るお客様側と当社側の紙使用削減を目的としたWEB受注シス
テム使用率57%を達成、環境配慮製品の販売拡大は24営業部
門で年間販売目標を達成しました。また本社ビル及び各拠点営
業所において、事務所の省エネ活動に取り組み、電力使用量を
削減しました。さらに生産途上においては、材料リサイクルを実
施することで、ムダのない製造に取り組んでいます。

リサイクル対象 茨城工場 奈良工場 福岡工場 全工場
銅（スクラップ） 15,292kg 15,949kg 9,232kg 40,473kg
樹脂（廃材） 14,477kg 16,320kg 5,397kg 36,194kg
段ボール 7,740kg 9,300kg 10,460kg 27,500kg

ピークシフト節電
電力需要のピーク時
に節電し電力の消費
を分散

計画停電対策
計画停電対策や災害・
非常時に屋内で電源
供給

クリーンエネルギー活用
太陽光など自然エネ
ルギーを使った発電
設備に併せて使用

家庭やオフィスで簡単に使える「蓄電池」の普及促進
G-LiFeセーブ

　当社のリチウムイオン蓄電池「G-LiFeセーブ」は、万が一の
バックアップとしてだけではなく、電力使用がピークの時に、深夜
に蓄えておいた電気を使うことで、節電への貢献も期待できます。

　次世代型の省エネ住宅「スマートハウス」の中核となる
HEMSの導入を通じて、賢く快適な住まいづくりをサポートします。

　「エムグラファーLite」は、スマホ・PCで、ご家庭のエネルギー
を一元管理できます。分かりやすいグラフ表示で毎日チェックで
きるので、画面を見るだけで省エネ意識がアップします。

　ECHONET Lite対応のエアコンや照明を連係させることで、
外出先からON/OFFはもちろん、温度設定やタイマー設定など
の遠隔操作ができます。

　節電が家庭・オフィスにおいて広く浸透するなか、当社では蓄電池やエネルギーマネジメントシステムの提供を通じて「常時節電」

をサポートし、地球温暖化防止に貢献しています。

Corporate Social Responsibility
当社の社会的責任（CSR）
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Corporate Social Responsibility
当社の社会的責任（CSR）

防火対策を強化する難燃化製品
配管化粧カバー＆難燃被覆銅管

耐火性を追求した区画貫通部措置部材
ファイヤープロシリーズ

快適な生活環境の追求
無風冷暖房システム

火気を使用せずに接合できる継手
ファイヤーレスジョイント

地震時における天吊り機器の安全性を向上
クロスロックシリーズ

安全性と効率性を追求したトータルコーディネート
セーフティ制御機器・システム提案

安心・安全管理の専門性の向上
協力会社も含めた資格取得の取り組み

7 8

　近年、耐火を目的とした建材が開発・
発売されるなかで、区画貫通部措置部
材も新しい工法が求められるようになっ
ています。当社においても、耐火性を
追求した「ファイヤープロ」シリーズを展開するとともに、より
耐火性に優れた新製品の開発を進めてまいります。

　エンドユーザーにおける商品使用段階の安心・安全を確保するため、当社は、商品・サービス自体の安全性に留まらず、製造段

階や施工段階を含めた商品ライフサイクル全体を俯瞰し、安全な商品の供給を図っています。

　自社内はもちろん、メーカーや協力会社との連携を深め、ご協力を仰ぎながら、総合的な取り組みを推進しています。

　タフ＆ビューティで優れ
た耐久性を兼ね備えた配
管化粧カバー「スリムダク
ト」シリーズをはじめ、国
土交通省標準仕様書合致
品となった難燃保温材を使
用した 被 覆 銅 管「PC・
NC・NH」シリーズは自
己消火性能により防火性

に優れ、エンドユーザーにとっての安全性の向上を実現しています。

　製造現場での災害・事故発生を防ぐには、安全・危機対応に
優れた制御機器・システムの導入が不可欠です。当社では、機
器・システムの選定から操作・管理ご担当者へのフォローに至
る導入プロセス全体を、お客様ニーズを的確に把握した専門ス
タッフがメーカーと協力し、一貫体制でお手伝いします。

　製品製造・施工段階からエンドユーザーによる使用段階まで
のトータルな安心・安全を推進するにあたっては、高い専門性
に基づく業務遂行が求められます。
　当社では、当社社員をはじめ、協力会社も含めて国家・公的
資格の取得をサポートするほか、社内自主勉強会の開催や社外
講習会への参加を推進するなど、専門性のさらなる向上を図っ
ています。

　体温を調節する機能が弱い高
齢者や乳幼児は、ルームエアコン
から吹き出す冷風や温風が直接身
体に当たり続けると体調を崩す
ケースがあります。その環境を改
善するため、風をなくし空気の温度
差で発生するゆっくりとした空気
の流れにより、「夏は鍾乳洞にいるような“ひんやり感”」、「冬は暖炉
の前にいるような“ぽかぽか感”」を居住空間に創出することで、身
体にやさしく、1年中快適に暮らせる冷暖房システムを提案します。

　ワンタッチで取り付け可能な振れ止め支持
金具「クロスロック」は、天吊り機器の振れ
を抑制し、機器の落下や配管の断裂などの危
険防止に威力を発揮します。

主要資格名 資格取得者数
電気工事施工管理技士（1級） 116 名
電気工事施工管理技士（2級） 4 名
管工事施工管理技士（1級） 4 名
管工事施行管理技士（2級） 20 名
建築施工管理技士（2級） 3 名
土木施工管理技士（2級） 1 名
電気工事士（第1種） 6 名
電気工事士（第2種） 343 名
電気通信主任技術者 4 名
工事担任者 15 名
危険物取扱者（甲種） 1 名
危険物取扱者（乙種） 16 名
危険物取扱者（丙種） 1 名

主要参加講習会・委員会名（2014年度） 主催
ケーブル防災設備 技術委員会 ケーブル防災設備協議会
長もちの研究会 京都工芸繊維大学
大阪府立大学産官学特別講演会 大阪産業創造館
KIK研究会（関西異業種交流会） KIK研究会事務局

開始

完

受入れ可能な
レベルか？

機械類の制限の決定
ISO12100-1（JIS B9700-1）リスク低減の方策

ISO12100-2（JIS B9700-2）

1．本質的安全設計方策
2．安全防護及び付加保護方策
3．使用上の注意

危険源の同定
ISO12100-1（JIS B9700-1）

リスク見積もり
ISO12100-1（JIS B9700-1）

いいえ

リスクの低減 リスクの分析
はい

主な活動内容
■リスクアセスメントの推進支援活動
　（ユーザー様での安全セミナーの開催etc）
■  リスク見積もり後のリスク低減方策における安全機器提案活動
■安全システムの設計支援活動

安全システムの訴求からご提案～導入支援まで
トータルでお手伝いします。

※セーフティアセッサ在籍

配管化粧カバー 難燃被覆銅管 延焼防止パテ TPドレンホース（難燃剤配合）

自己消火 2m全焼

防火・防災の高度化、安全な街づくり
　機能性と美観による環境創造をテーマとする当社では、これまでに培った技術と経験を活かしながら、「地球環境」「安全」「省施
工」を開発のコンセプトに、より美しく機能的で世の中に役立つ『夢』のある製品とシステムを提案しています。防火・防災の街
づくりを推進するトップランナーとして、快適かつ安心な生活環境の整備に邁進しています。

　「ファイヤーレスジョイント」は、冷
媒用銅管を差し込んでナットをしめ込
むだけで接合できる継手です。
　施工前に施工者向けの作業研修を
実施、修了者を登録することで、安

全施工の徹底を図っています（インストラクター制度）。



Corporate Social Responsibility
当社の社会的責任（CSR）

国際的イニシアチブへの参画
国連グローバル・コンパクトへの署名

組織体制の確立
コーポレートガバナンスとコンプライアンス体制

健康管理・増進に向けたサポート
セーフティネットとしての産業医制度

健全な社員と経営の関係維持
従業員組合活動

コンプライアンス徹底のために
「企業倫理宣言・行動基準」の策定と徹底
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　当社は国際連合のグローバル・コンパクトへの参加を表明し
ております。人権保護、労働基準順守、環境配慮、腐敗防止
について国際的に考え、当社に即した取り組みを推進します。

　当社は監査役制度を採用し、取締役会及び監査役会により業
務執行の監督及び監査を行っています。
　また、コンプライアンス委員会を設置し、リスクマネジメント
と企業倫理・コンプライアンスを統合して推進し、倫理性・透
明性の高い事業活動を実践できるよう内部監査を行い、遵法
精神の浸透を図っています。
　さらに「コンプライアンスホットライン」を設置し、上司やコ
ンプライアンス事務局による解決が困難な場合に、社外専門機
関に告発するルートを設け、盤石なコンプライアンス体制を整
備しています。  

　従業員の健康を守り増進していくため、全国の主要な事業所
で産業医による従業員の健康障害への対応を行っています。
　利用件数は少ないものの、セーフティネットとしての産業医
制度は今後も継続していきます。なお、社員の健康を守る上
で欠かせない健康診断も、社員の意識の高さもあって、2014
年度の受診率は100％でした。

　社員の生活と仕事のバランスを保ち、個々の生活に合わせた
就業を実現するため、育児休暇制度、介護休暇制度を制定して
います。2015年3月現在、育児休暇制度を利用して育児を行う
社員は延べ8名でした。今後も利用しやすい制度とするべく努め
てまいります。

　因幡電機従業員組合には、2015年3月現在、当社従業員
1,024名が加盟し、健全な従業員組合活動を行っています。
　2014年度に3回開催された労経協議会では、社業の発展と
働きやすい職場づくりの両立に向けて話し合いが行われ、昨年
度に続き労働時間管理の強化に取り組む一方、社宅に関する
社内ルールの改善に注力しました。
　また、組合方針として「現場第一主義」を掲げ、労経協議
会のほかにも、現場からの問題提起や業務改善等を目的として、
執行委員会、代議員会等の機関を設け運営しています。

　社員一人ひとりが倫理的な行動をとるべきことを理解し実践
することが、企業全体での倫理行動につながります。当社は、
公正な取引・人権尊重・知的財産の尊重・適正な情報管理・環
境保全等について、当社社員としての心得と行動規範を冊子

「企業倫理宣言・行動基準」にまとめ、全社員に配布し、研修
等を通じてこれらの周知・徹底を図っております。

※国連グローバル・コンパクトとは、国際連合の運営する制度であり、当
社として「人権保護」、「労働基準の順守」、「環境への配慮」、「腐敗防
止」について継続的に取り組むことを誓約するものです。

東日本大震災からの復興への貢献
　2011年3月11日に発生いたしました東日本大震災から4年余りが経過いたしま
した。改めて、亡くなられた方々のご冥福をお祈り申しあげるとともに、被災され
た皆様に心よりお見舞い申しあげます。

　当社は、被災地の災害復旧等対策に役立てていただくため、毎年1回の寄付を
行っております。今年は、災害復興寄附金として宮城県と福島県に各1,000万円
の計2,000万円を寄付いたしました。いまだ東日本大震災からの再建途上にある
なか、今後も微力ながら被災地の復興支援を続けてまいりたいと存じます。

当社におけるCSR活動の取り組みについて
　当社は、「省エネルギー、省資源など地球環境に配慮し、豊かで快適な社会づ
くりに貢献する」ことを経営の基本理念としております。この理念のもと、すべて
のステーク・ホルダー（株主、投資家、従業員、取引先、地域社会等の利害関

係者）にご満足いただける企業を目指し、企業価値の最大化を図っています。
　今後も「豊かで快適な」社会の実現に向け、電設資材及び制御機器等の卸販
売並びに空調部材等の製造販売という当社事業の運営に引き続き尽力いたします。

2014年度の従業員組合活動
　因幡電機従業員組合は、より働きやすい職場づくりを目指して、前向
きな活動を展開しています。

● 第60回定期組合大会  1回
● 支部大会（6支部） 6回
● 執行委員会 23回
● 代議員会 5回

▲ 第60回定期組合大会の様子

人権尊重・労働基準順守・腐敗防止 従業員が安心して働ける職場づくり
　当社は、世界人権宣言（国連）、労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言（国際労働機関）、腐敗の防止に関する国
連条約（国連）等の国際宣言・条約に賛同し、人権尊重、労働基準の順守、腐敗防止を行ってまいります。
　また、これらの徹底を図るために、社員意識の高揚やガバナンス体制の維持・充実を進めてまいります。

　当社は、従業員が健康で安心して働ける、またワーク・ライフ・バランスを維持しながら個性を発揮して活躍できる環境の整備
を進めています。今後も継続して従業員が安心して働ける職場づくりに努めてまいります。
　また従業員組合は前向きな活動を積極推進し、労経協議会を通じて社業発展と働きやすい職場づくりの両立に向けた取り組みを行っています。

生活スタイルに合わせたワーク・ライフ・
バランスの推進
育児・介護休業制度



科　　目 当　期
（2015年3月31日現在）

前　期
（2014年3月31日現在）

流 動 資 産 121,486 116,668

固 定 資 産 45,589 44,663

有 形 固 定 資 産 21,085 22,063

無 形 固 定 資 産 6,558 7,831

投 資 そ の 他 の 資 産 17,944 14,769

総 資 産 167,075 161,332

流 動 負 債 59,765 61,389

固 定 負 債 6,412 5,581

負 債 合 計 66,178 66,970

純 資 産 合 計 100,896 94,361

負 債 ･ 純 資 産 合 計 167,075 161,332

1

2

3

科　　目
当　期

（2014年4月 1 日から
2015年3月31日まで）

前　期

（2013年4月 1 日から
2014年3月31日まで）

売 上 高 239,411 233,695

売 上 原 価 201,494 196,974

売 上 総 利 益 37,916 36,720

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,723 24,773

営 業 利 益 13,193 11,947

経 常 利 益 13,800 11,936

当 期 純 利 益 8,741 6,624

（単位：百万円） （単位：百万円）
連結損益計算書

POINT 1  総資産
前連結会計年度末に比べ
57億43百万円増加し、
1,670億75百万円とな
りました。これは主に、現
金及び預金、投資有価証券
の増加があったことによ
るものであります。

POINT 2  負債合計
前連結会計年度末に比
べ7億91百万円減少し、
661億78百万円となり
ました。これは主に、短期
借入金が増加いたしまし
たが、未払法人税等、賞与
引当金の減少があったこ
とによるものであります。

POINT 3  純資産合計
前連結会計年度末に比べ 
65億35百万円増加し、
1,008億96百万円とな
りました。これは主に、利益
剰余金の増加があったこ
とによるものであります。

連結貸借対照表

Consolidated Financial Statements
連結財務諸表
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5,271

7,312,582
705,111

4,342,211
5,153,844

10,251,127 
19,925

1,035,986
473,147

2,597,698
1,039,375

4,211,597
3,403,888

10,485,994
4,531,844

39

246
6,961

803
1,572

154
204

49
51
4

31
217

173
9,583

1

500,000株以上
100,000株以上
50,000株以上
10,000株以上
5,000株以上
1,000株以上
500株以上
100株以上
100株未満

自己株式
個人その他
外国法人等
その他の法人
証券会社
金融機関

株主数（名）

株主数（名）

株式数（株）

株式数（株）

株　主　名 持株数（株） 持株比率（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,781,600 6.41
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,293,000 4.65
株式会社りそな銀行 798,120 2.87
因幡電機従業員持株会 659,124 2.37
吉川　昌子 404,900 1.45
RBC ISB A/C DUB NON RESIDENT - TREATY RATE 400,000 1.44
株式会社日阪製作所 318,484 1.14
THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 307,300 1.10
株式会社池田泉州銀行 305,523 1.10
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 302,500 1.08

（注） 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株式の状況（2015年3月31日現在）

連結子会社（2015年3月31日現在）

概 要（2015年3月31日現在） 役 員（2015年6月19日現在）

発行可能株式総数 76,460,000株

発行済株式の総数 27,764,875株 （自己株式19,925株を除く）

当事業年度末の株主数 10,044名

大株主（上位10名）

http://www.inaba.co.jp
当社はホームページにおきましても
最新のトピックスをはじめ、業務報告
や会社情報など様々な情報をご案内
しております。

ホームページのご紹介

因
幡
電
機
産
業
㈱

会社名 主要な事業内容 資本金（百万円）
当社の

出資比率（％）

（株）パトライト 自社製品事業 300 100

春日電機（株） 自社製品事業 300 100

SIAM ORIENT ELECTRIC 
CO.,LTD.

自社製品事業 133
（百万バーツ） 100

アイティエフ（株） 電設資材事業 20 70

社 名 因幡電機産業株式会社
INABA  DENKI  SANGYO CO.,LTD.

創 業 昭和13年4月

設 立 昭和24年5月

資 本 金 13,247（百万円）

従 業 員 数 1,827名（連結）

主要な事業内容 電設・電子・情報機器販売及び
空調システム部材の製造・販売

事 業 所 の 概 要 大阪本社：大阪市西区立売堀4丁目11番14号
東京本社：東京都港区港南4丁目1番8号
3工場、2物流センター、21営業所

代 表 取 締 役 社 長 守 谷 承 弘

専 務 取 締 役 吉 田 益 巳

常 務 取 締 役 枝 村 浩 平

常 務 取 締 役 家 郷 晴 行

常 務 取 締 役 喜 多 肇 一

取 締 役 奥 田 善 紀

取 締 役 岩 倉 広 幸

取 締 役 髙 橋 　 司

常 勤 監 査 役 藤 原 利 往

監 査 役 井 之 上 　 明 　 彦

監 査 役 伊 藤 芳 晃

（注） 1. 取締役 髙橋 司氏は、社外取締役であります。
 2.  監査役 藤原利往氏、井之上明彦氏及び伊藤芳晃氏は、社外監査

役であります。

所有者別状況（2015年3月31日現在）

所有株数別状況（2015年3月31日現在）

Stock Data
株式の概況

Corporate Data
会社の概要
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